
生活衛生関係営業における賃金引上げに向けた取組の対応状況 
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① 事業者への周知（最低賃金制度・助成金制度） 

対応の方向性 
・営業許可を行っている自治体における事業者向け
講習会等の機会を利用した周知を行う 
・営業許可等の際に窓口で個別に周知 
・関係団体だけでなく、自治体の研修会等を通じた
助成金制度の周知 

対応状況 

・平成２８年度全国厚生労働関係部局
長会議を開催（平成29年1月19,20日）
し、最低賃金について周知の協力を
依頼する旨、各都道府県等に連絡。
（参考資料１ページ参照） 

② 国民への周知 

対応の方向性 
・よりメッセージ性高く、ツイッター等を通じた更なる
周知を図る 
・従業員を始めとする国民が最低賃金違反を把握し
たときに相談する窓口（監督署等）を周知 

対応状況 

・平成29年１月に開設した厚生労働
省食品安全情報ツイッターにて周知。
（参考資料２ページ参照）今後も継続
して発信する。 

③ 経営相談支援事業と連携した支援 

対応の方向性 
・生活衛生関係営業指導センターと最低賃金総合相
談支援センターが連携し、経営相談事業等を実施す
ることにより、最低賃金引上げに向けた取り組みを
支援 

対応状況 

・「生活衛生関係営業者の経営支援
等に関する関係省庁連絡会議」を中
小企業庁とともに開催し、具体的な体
制整備について検討を行った 

資料６ 
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生活衛生関係営業における賃金引上げに向けた取組の対応状況 

④ 補助金による支援（高付加価値化、低コスト化、従業員待遇改善、後継者育成、インバウンド対応） 

対応の方向性 

生産性向上等のために生活衛生同業組合や生活衛
生同業組合連合会が行う取組への支援を行う 
・高付加価値化、共同購入をするための体制構築
等の検討 
・標準的なキャリアパスの設定 
・後継者確保のための取組 
・生活衛生関係営業者による外国人受入対策 

対応状況 
・平成29年４月に発出予定の事業計

画書の提出要領に、左記の事業が補
助金の対象となる旨を明示し、生活衛
生同業組合等に引き続き周知する 

⑤ 経営力向上計画の認定と好事例の収集 

対応の方向性 
・中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画
の認定を行う 
 
※計画の認定を受けた事業者は、生産性を高める
ための機械装置等を取得した場合の固定資産税の
軽減措置（１／２）等の支援を受けることができる 

対応状況 

認定を行った事例を取りまとめ、今後、
好事例を広く周知する。 
 

（申請件数） 
 ・旅館・ホテル業：41件 
 ・外食・中食業：85件 

（平成29年１月30日現在） 

（参考資料３～５ページ参照） 
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⑦ 飲食業・旅館業の振興指針の改正 
対応の方向性 

・５年に１度の改正において最低賃金の引き上げに
向けた対応及び生産性向上への対応等を盛り込む
（飲食業は平成29年度、旅館業は平成31年度に改
正予定） 

対応状況 

飲食業における振興指針については、
最低賃金の引上げに向けた対応を盛
り込む方向で改正。（平成29年度から
施行予定） 
 
※振興計画の認定を受けた組合の組
合員は、振興計画に基づく事業に要
する経費について、優遇金利で融資
を受けられる 
（参考資料１０ページ参照） 

生活衛生関係営業における賃金引上げに向けた取組の対応状況 
⑥ 好事例の展開 

対応の方向性 
・飲食・宿泊業において生産性向上に成功した事例
を取りまとめ、事例集を作成し、周知する 

対応状況 

経営力向上計画の認定事例や業務
改善助成金を利用した事例等の好事
例を取りまとめており、今後広く周知
する。 
（参考資料６～９ページ参照） 



参考資料 
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○ 平成２８年度全国厚生労働関係部局長会議資料 （抜粋） 

最低賃金引き上げに関する周知状況① 



最低賃金引き上げに関する周知状況② 

○ ツイッターによる周知（１月２５日投稿） 
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 【中小企業等経営強化法の計画認定スキーム】 

・中小企業・小規模事業者等は、事業分野別指針に沿って、顧客データの分析を通じた 

 商品・サービスの見直し、ITを活用した財務管理の高度化、人材育成等により経営力を 

 向上して実施する事業計画（「経営力向上計画」）について、国の認定を受けることが 

 できる。 

・認定事業者は、税制や金融支援等の措置を受けられる。 

中小企業経営強化法について 

 【概要】 

支援措置 

経営力向上計画 

申請事業者 

中小企業者等 

申請 認定 

主務大臣  

生産性を高めるための機械装置等（平成29年

４月１日から対象設備を拡充し、器具・備品及

び建物付属設備等も追加）を取得した場合、３

年間、固定資産税を１／２に軽減 
 

計画に基づく事業に必要な資金繰りを支援 
 

認定事業者に対する補助金における優先採択 

 

申請件数 

旅館・ホテル業：41件 

外食・中食業：85件 
（平成29年１月30日現在） 
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◎申請件数：41件（平成29年１月30日現在） 

認定事例：株式会社 木暮旅館 

＜具体的な取組＞ 
○ 従業員の資格取得として「おもて
なし検定」上級資格者の増員に継続
的に取り組む。 
○ 現在の定年年齢を迎えるベテラ
ン従業員の雇用延長を行う。 
○ ＩＰトランシーバーを導入すること
で、関係者間の情報共有をリアルタ
イムで実施し、業務効率化が大幅な
改善とともに、従業員満足度と顧客
満足度の両方を改善する。 

西暦１６００年頃開業、４００有余年の歴史ある伊香保の温泉旅館での経営力向上
計画として、人員不足を補うために行っていた残業時間の短縮や効率的な業務の実
施するため、ＩＣＴ技術の導入等により、従業員満足度と顧客満足度の改善を行う。 

<取組事例> 

<店舗等> 

接遇偶力の向上や人材育成として各種研修実施や「おもてなし検定の資格取得者を増員や 
IPトランシーバー導入により厨房と接客スタッフ等の関係者間の情報共有をリアルタイムで 
行うなど、お客様への「感動」を提供する。 4 

◎経営力向上計画認定状況①（旅館業） 



認定事例：有限会社 心誠 

＜具体的な取組＞ 
○ 急速冷凍冷蔵可能な機器、業務用冷
凍冷蔵庫の導入により、調理済み食品に
ついて細菌繁殖温度帯（60℃から10℃）

を素早く通過させることで、鮮度を保った
まま保存し、天候不良による団体キャン
セル等による廃棄ロス削減効果が見込
める。 
○ 大量注文への対応により、宴会や法
事用仕出しなどへの対応により顧客の
ニーズに対応する。 

長崎県五島列島福江島にて郷土料理・和食店「いけす割烹心誠」を営業しており、観
光客中心の顧客対応では、増天候不良による船舶、航空機の欠航による団体キャ
ンセルなどが課題となっていることから、業務用冷凍冷蔵庫の導入により地元食材
等を鮮度を維持した保存期間を延ばすことで、食品の廃棄ロス削減効果などによる
生産性向上を行う。 

<取組事例> 

<店舗等> 

◎申請件数：85件（平成29年１月30日現在） 

（仕出し用料理例） （急速冷凍冷蔵機器の導入） 
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◎経営力向上計画認定状況②（外食・中食業） 



生活衛生関係営業に係る生産性向上好事例① 

○ 飲食業におけるメニュー開発・接客力の強化による収益の増加 
 夜・週末のメニュー強化を図ることによる一定客層の確保、独自メニュー
開発によるリピーターの確保、地域の歴史を踏まえたメニューによるアピー
ルによる集客、地産地消による地域住民の確保による、メニュー開発によ
る集客力の向上、季節のメニューの早期掲示や料理教室などの開催によ
る地域住民とのコミュニケーション、店内の座席配置の見直しや１人１人の
客への特別感の演出、ポイントカード・イベント開催等による、接客力によ
る集客力の向上により、顧客を安定的に確保し、収益を上げる。 

・メニュー開発 ①メニューのバラエティー化 
          ②メニューの絞り込み・味の向上 
          ③地域資源の活用 
・接客力の強化 ①顧客とのコミュニケーション 
           ②店内の居心地の良さ 
           ③顧客へのサービス  

 

 

 

顧客の 
安定確保 

全国麺類生活衛生同業組合連合会 
による取組みをパンフレットにして 
組合員に配布（補助金による事業） 
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<メニュー例> <料理教室> 



生活衛生関係営業に係る生産性向上好事例② 

○ 飲食店におけるオーダーエントリーシステムの導入 

 紙伝票で行っていた注文の管理を行っていたが、厨房へのオーダーに時

間がかかったり、オーダーミスや会計時の入力ミスが発生していた。オー

ダーエントリーシステムを導入し、注文時の時間短縮、注文ミス及び入力ミ

スを軽減し、作業時間の短縮やミスの軽減による生産性が向上した。 

業務改善助成金を利用した取組み 

7 

導入前 
（問題点） 
・厨房へのオーダーの伝達に 
 時間がかかる 
・オーダーミスが発生する 
・会計時の入力作業が手間 

導入後 
（改善点） 
・厨房への注文内容の早
期反映 
・人的ミスの削減 

作業時間 
４０％短縮 



生活衛生関係営業に係る生産性向上好事例③ 

○ 専門家の業務フロー見直しによる顧客回転率の上昇 

 接客の業務フローがないために、接客品質の均一化ができておらず、質

の高い接客が維持できていなかった。また、新人教育に充てる時間が長

期化をしていた。専門家によりマニュアルを作成することにより、接客品質

や業務効率が上がり、顧客回転率が増加し、生産性が向上した。 

業務改善助成金を利用した取組み 
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導入前 
（問題点） 
・接客の質の均一化ができてい
ない 
・質の高い接客が維持できない 
・店長が新人教育に充てる時間
が長期化 

サービス提供
までの時間 
１０％短縮 

導入後 
（改善点） 
・接客の均一化により質及び
業務効率が上がり、顧客回
転率が増加 
・店長がマネジメントに時間を
かけられる 



生活衛生関係営業に係る生産性向上好事例④ 

○ 組合が運営する回転寿司店での共同研修 
 すでに第一線を引退した寿司職人が、組合員の店舗の後継者や若手従

業員などの未だ完全に一本立ちや自分で店を持つまでに至っていない者を、

実際の店舗で丁寧に技術指導し、若い職人が自ら握った寿司をお客さんに

提供する機会を提供している。このような機会は、若手にとって大変貴重な

実践の機会であり、業界の最大の課題である後継者の養成に貢献している。 
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導入前 
（問題点） 
・それぞれの店舗で研修を行う
ことでコストがかかる 
・小さい店では若い人ができる
仕事が限られている 

京都府寿司生活衛
生同業組合の取組 

導入後 
（改善点） 
・第一線を引退した寿司職人の技
術の効果的な伝承・普及が一元
的に行える 
・若い職人が幅広い業務に携わる
機会ができる 
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厚生労働省 

 生活衛生同業組合の組
合員は日本政策金融公庫
から低利融資（0.81～
1.30％）を受けられるが、 
 
 
 
 
 振興計画の認定を受け
た組合の組合員は、振興
計画に基づく事業に要する
経費については更に低利
で融資を受けられる 

都道府県 

  

振興指針 
  生活衛生関係営業の振興
を計画的に推進し、公衆衛生
の向上及び利用者の利益の
増進に資することを目的とし
て、厚生労働大臣が設定する
もの 

生活衛生同業組合 

組合員（営業者） 

振興計画 
 組合員等がその組合員た
る営業者の振興を計画的に
推進するため策定するもの
であり、振興指針の内容を具
体化するもの 

 振興計画の認定 

 振興計画の策定 

日本政策金融公庫 

 振興計画に基づく営業 
・最低賃金の遵守 
・業務改善助成金等の活用 
             など   

融資 

 振興指針の策定 

最低賃金の引上げに向けた対応
について記載。（H２９年度から） 

振興指針による最低賃金引上げ対応 

さらに 
－0.15％ 
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